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１．はじめに 

国土交通省では、渋滞の緩和、交通安全の向上等

を目的として、全国の高速道路本線上を中心に路車

間通信用の無線アンテナ（ITSスポット）を設置し、

ETC2.0サービスの提供を行っている。また、ITSスポ

ットでは、道路交通情報の提供のみならず、走行履

歴等の情報（アップリンク情報）を抽出・収集し、

道路交通関連の分析に活用することが可能である。 

国総研では、ETC2.0対応カーナビの普及、アップ

リンク情報収集量の拡大等を図る観点からアップリ

ンク情報を産学官で連携して活用するサービスを開

発・普及展開するための方策を検討している。本稿

では、港湾・物流拠点等の路外施設への設置を想定

した簡素型のITSスポット（以下、「簡素型ITSスポ

ット」という。）の機器仕様を検討するために、実

施した検証実験について報告する。 

２．簡素型ITSスポットの特徴 

 ノンストップで通信を行う従来型ITSスポットと

は異なり、スポット通過時に一旦停止、および徐行

する車両と通信を行うことを想定し、無線通信エリ

アを車両1台分に縮小する。その際に、無線局申請の

簡素化を念頭に、従来の無線出力（70mW）に対して、

5mW程度まで低下させることを目標とした。 

３．計測結果 

国総研試験走路上のITSスポットの電波出力や設

置高等を変化させ、電界強度分布を計測した。計測

した電界強度分布を図に示す。出力を2.3mWまで低下

させても、アンテナ起き角が23度の場合は、車両1

台分と想定する3×3mの通信エリアが確保でき、対

象車両が一旦停止する場合ではサービスが可能であ

ることを確認した。また徐行時の速度を20km/h、

ETC2.0サービスの通信処理時間を1秒と仮定すると、

進行方向におよそ6mの通信エリアが必要となる。図

に示す通り、アンテナ起き角が33度の場合、出力

2.3mWでも3×6mの通信エリアが確保でき、徐行時で

のサービスが可能であることを確認した。 

４．おわりに 

本検証実験では、従来のITSスポットの電波出力を

低下させた計測を行った。今後は、運用条件につい

ても簡素化を図るため、必要機能を抽出し、簡素型

ITSスポット実験機を作成し、機能・性能の検証実験

を実施する必要があると考えている。 
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図 電界強度分布（単位：dBm） 

アンテナ設置方向：側方 アンテナ起き角：23度
路側アンテナ高さ(Hs)：4.5m 車載アンテナ高さ(Hv)：2.0m
電波出力：2.3mW

アンテナ設置方向：側方 アンテナ起き角：33度
路側アンテナ高さ(Hs)：4.5m 車載アンテナ高さ(Hv)：2.0m
電波出力：2.3mW
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１．はじめに 

国土交通省では、ETC2.0車載器から路側機を通じ

て、車両の経緯度、時刻、加速度等を収集するシス

テムを開発し、2011年4月から収集に同意が得られた

利用者のデータ（ETC2.0プローブ情報）を収集して

いる。本稿では、2014年6月28日に供用した圏央道・

相模原愛川IC～高尾山IC（14.8km）の開通による、

東名高速～関越道間の選択経路（図１）の変化につ

いて、ETC2.0プローブ情報を用いて分析した結果を

紹介する。 

２．分析結果  

ETC2.0プローブ情報をもとに、東名高速・海老名

JCTを通過後、6時間以内に関越道・鶴ヶ島JCTを通過

した車両、又はその逆方向を対象に圏央道開通前後

の経路選択の変化を確認した。東名高速～関越道間

では両方向とも同様の経路選択傾向を示しており、

圏央道開通により、圏央道経由が約2割増加した（図

２）。環状道路の供用により、都心部に起終点のな

い通過交通が選択経路を転換したことが、ETC2.0プ

ローブ情報から確認された。 

３．おわりに 

今後は、ETC2.0プローブ情報を「賢く」活用した

道路の信頼性などの適切な評価や対策実施により、

道路を「賢く」使える世界を実現するための取り組

みを進める。 
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図１ 東名高速～関越道間の選択経路 
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図２ 圏央道開通前後における選択経路の変化 
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データ期間：供用前 2014年4月1日～6月27日 供用後 2014年7月1日～9月30日（各3ヶ月間） 

抽出・分析対象：関越道鶴ヶ島JCTを通過後、6時間以内に東名高速海老名JCT (及び、その逆方向)へ乗り

継いだ車両の経由路線(圏央道/環八等一般道/首都高)を確認対象とする。除外は途中立寄り車両等。 
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